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Ⅰ いじめの防止等の基本的な考え方

いじめとは、児童等に対して心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものも含む。）であって、当該行為の

対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。具体的には、以下のようなものが考えられる。

・冷やかしやからかい、悪口脅し文句、いやなことを言われる。
・仲間はずれ、集団から無視をされる。
・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり蹴られたりする。
・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。
・金品をたかられる。
・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。
・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたりさせられたりする。
・パソコンや携帯電話で、誹謗中傷や嫌なことをされる。 等

いじめは、どの児童等にも、どこでも起こりうるものである。とりわけ、嫌がらせやいじわる等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの児童

等が入れ替わりながら、いじめられる側やいじめる側の立場を経験する。また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り返されたり、

多くの者から集中的に行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」と同様に、生命又は身体に重大な危険を生じさせることがある。

国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査(2016-2018)の結果

暴力を伴わないいじめについて、小学校４年生から中学校３年生までの６年間で、

被害経験を全く持たなかった児童生徒は１割程度、加害経験を全く持たなかった児童等も１割程度。

多くの児童等が入れ替わり被害や加害を経験している。

加えて、いじめの加害や被害という関係だけでなく、学級や部活動等の所属集団の問題（例えば無秩序性や閉塞性）、「観衆」としてはやし

立てたり面白がったりする存在、周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形

成されるようにすることが必要である。

２ いじめについての理解

１ いじめの定義



Ⅰ いじめの防止等の基本的な考え方

３ 基本的な考え方

「いじめは、どの児童等にも起こり得る人権侵害である。」という認識をまず全職員がもつこと。そして、「いじめは絶対に許されない行為
である。」という基本姿勢の下、児童等が安全で楽しい学校生活を送り、将来に向けた希望をもつことができるように、全教育活動において、
いじめに向かわせないための対応に取り組むことが必要である。さらに、学校だけでなく、地域においてもいじめのない子ども社会を実現する
ことができるように、家庭・地域がそれぞれ主体的に、かつ協力して、役割を果たさなくてはならない。
そこで、いじめを未然防止、早期発見、早期対応し、深刻化を防止するための基本となる方向性を以下に示す。

ア いじめの未然防止のために学校全体で、いじめを許さない、いじめを見過ごさない雰囲気づくりに努める。

イ いじめの未然防止のために、児童等一人ひとりの自尊感情を高め、規範意識や人権感覚をじっくりと育て、人との関わりの中で健やか
でたくましい心を育み、自己有用感および自己肯定感を高めるような教育活動を推進する

ウ いじめの早期発見のために、家庭・地域と連携して児童等の健やかな成長を見守り、いじめのサインを見逃さないように、積極的に発
見に努め、情報を共有する。

エ いじめの早期対応のために、家庭・地域と連携して状況を速やかに把握し、共通理解した上で、具体的な取組について確認し、協力し
て対応する。状況によって、関係機関等と連携し、専門家の力を使用する。

オ いじめがあったら（疑いも含めて）、その解消に努める。対象児童等やその保護者から「もういじめはない」と報告があっても、少な
くとも３か月は様子を注視し、意識的に声を掛ける。

カ いじめに関わる行為が止んでいるかどうか判断する時点において、対象児童等および保護者に対して心身の苦痛を感じていないかどう
かを、面談等により確認する。

キ 本方針に基づく取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置付け、達成状況を評価し、評価結果を踏まえて改善を図る。



Ⅱ いじめの防止等の基本的な考え方

３ 基本的な考え方

（１）いじめ防止対策推進法に定める基本理念

（２）いじめの未然防止

いじめは、どの児童等にも、どの学校でも起こりうることを踏まえ、未然防止の観点が最も重要である。

このため、学校の教育活動全体を通じ、全ての児童等に「いじめは決して許されない」ことの理解を促すことはもとより、特に、障害の有

無や国籍等を超えた共生・共育の実践等を通じて、豊かな情操や道徳心、自分の存在と他人の存在を等しく認め、お互いの人格を尊重し合え

る態度など、心の通う人間関係を構築する能力の素地を養うことが必要である。

また、いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、その改善を図り、ストレスに適切に対処できる力を育む観点が必要である。加えて、

全ての児童等が安心でき、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりも未然防止の観点から重要である。

あわせて、いじめの問題への取組の重要性について市民に認識を広め、地域、家庭と一体となって取組を推進するための普及啓発が必要で

ある。

〇 児童等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにすること

〇 全ての児童等がいじめを行わず、また、他の児童等に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするため、

いじめが児童等の心身に及ぼす影響等に関する理解を深めること

〇 児童等の生命及び心身を保護することが特に重要であることを認識し、市、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携の下、いじめ

の問題を克服すること
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Ⅱ いじめの防止等の基本的な考え方

（３）いじめの早期発見

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提であり、全ての大人が連携し、児童等のささいな変化に気付く力を高めることが必要

である。

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装って行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにく

い形で行われることを認識し、ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段階から的確に関わりを持ち、いじめを

隠したり軽視したりすることなく積極的にいじめを認知することが必要である。

学校においては、いじめの早期発見のため、定期的なアンケート調査や教育相談の実施、電話相談窓口の周知等により、児童等がいじめを

訴えやすい体制を整えるとともに、地域、家庭と連携して児童等を見守ることが必要である。

いじめが確認された場合、学校は直ちにいじめを受けた児童等の安全を確保し、詳細を確認した上で、いじめたとされる児童等に対して事

情を確認し適切に指導する等、組織的な対応を行うことが必要である。

また、家庭や市教育委員会への連絡・相談や、事案に応じ、関係機関との連携が必要である。このため、教職員は平素より、いじめを把握

した場合の対処の在り方について、理解を深めておくことが必要であり、また、学校における組織的な対応を可能とするような体制整備が必

要である。

（４）いじめへの対処

社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭との連携が必要である。具体的には、ＰＴＡや地域の関

係団体等と学校関係者が、いじめの問題について協議する機会を設けたり、学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）を活用したりす

るなど、いじめの問題について地域、家庭と連携した対策を推進することが必要である。

（５）地域や家庭との連携
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Ⅱ いじめの防止等の基本的な考え方

（６）関係機関との連携

学校や市教育委員会においていじめる児童等に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、十分な効果を上げることが困難な

場合等は、関係機関（警察、児童相談所、医療機関、法務局等の人権擁護機関等）との適切な連携が必要であり、平素から、学校や市教育委

員会と、関係機関の担当者の情報交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておくことが必要である。

（７）いじめの解消と見届け

いじめは、単に謝罪をもって解消したと判断せず、その後の状況を見届けることが大切である。

いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。ただし、これらの要件が満たされている場

合であっても、必要に応じ他の事情も勘案して判断するものとする。

ア 対象児童等に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）が止んでいる状態が

相当の期間（少なくとも３か月）継続していること。

イ いじめを受けた児童等が、いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。

なお、いじめ事案が年度をまたぐ場合（解消していない事案や１～３月に認知したいじめ）には、学校内で確実に事案内容等を引き継ぎ、

新年度になっても対象児童等の支援を継続する。
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Ⅱ いじめ防止等の対策

１ いじめ防止等のために学校が実施する施策

学校は、国の基本方針及び市の基本方針を参考にして、いじめの防止等の基本的な方向性や取組内容等を「学校いじめ防止基本方針」とし

て定める。なお、学校いじめ防止基本方針を定める意義としては、次のとおりである。

ア 方針に基づく対応が徹底されることにより、教職員がいじめを抱え込まず、学校のいじめへの対応が組織として一貫した対応となる。

イ 学校の対応をあらかじめ示すことは、児童等に対し、学校生活を送る上での安心感を与えるとともに、いじめの抑止につながる。

ウ 関係児童等への成長支援の観点を方針に位置付けることにより、いじめの関係児童等への支援につながる。

（１）学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本方針の策定

いじめ防止対策推進法

第13条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本

的な方針を定めるものとする。
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Ⅱ いじめ防止等の対策

２ いじめ未然防止のための取組

ア 学校・学級経営の充実

○居場所づくり

・「今井っ子のきまり」を基盤とし、その内容の理解を図るとともに、守る意味や必要性を考える指導を通して、規範意識を育む。

・学級目標を設定し、その実現に向けて児童が主体的に関わりながら、よりよい学級を目指す意識を育む。

○絆づくり

・挨拶し合う子の育成。

・自他の存在を大切にする仲間づくり。

・異学年集団（縦割り学年）による縦割り清掃、縦割り活動・縦割り遊び。

・各学級、縦割り活動、行事等での「いいところみつけ」「えがおカード」。

イ 人権教育、道徳教育の推進

・違いやよさを認め合う人権・福祉活動。

・「特別の教科 道徳」の教科書を活用した授業実践。

ウ 学級活動・児童会活動の充実

・学級活動、委員会活動、代表委員会において、自分たちの長所（強み）に目を向け、よりよい学校づくりに向けて改善に取り組む

活動を推進する。

エ 保護者への情報公開、啓発活動（学校・学年だより・学校ホームページ等）

オ 関係機関との連携

(1) いじめを許さない、見過ごさない雰囲気づくり



Ⅱ いじめ防止等の対策

２ いじめ未然防止のための取組

ア 全ての児童が参加・活躍できる分かる授業づくりの推進（基礎的基本的な事項の徹底等）

イ 社会体験・自然体験・福祉体験等の体験活動の充実（農業体験、異学年交流、幼稚園との交流、福祉体験、宿泊体験学習等）

ウ 教職員が積極的に児童のよいところや頑張りを賞揚する「いいところみつけ」「えがおカード」の実施

(2) 児童一人ひとりの自己有用感を高める教育活動の推進

(3) 児童が自ら考え、決定し、適切な言動をすることができる力の育成

ア 課題に直面した時に、自ら考え、よりよい行動を選択できる力の育成

・いじめ防止教育

・情報モラル教育

・薬物乱用防止教育

・静岡版SELの活用

・スクールロイヤーによるいじめ防止教育

イ 困ったときに一人で抱え込まず、周囲とつながろうとする態度の育成

・SOSの出し方に関する教育

・デイケンの適切な使い方の理解



Ⅱ いじめ防止等の対策

３ いじめ早期発見のための取組

ア いじめにつながる行為を見逃さず、職員は常に情報を共有する。気になる児童や出来事について、打合せで全職員が情報を共有する。

イ 児童と共に過ごす機会を積極的に創出し、いじめの早期発見を図る。

ウ 本読みカードや連絡帳、連絡アプリ等を通して、保護者との連携を図る。

エ 「心のアンケート」の定期的な実施とそれにより判明した問題や悩みを抱える児童への早期対応とケアの実施。

オ いじめ相談体制の充実を図る。（「デイケン」の活用、教育相談日）

カ 静岡版SELを活用し、円滑なコミュニケーション能力や主体性を養う。

キ SCとの面談、SSWの校内観察から、困り感を感じている児童を把握する。

(1) 教職員が、子どもの普段の様子と異なる小さな変化や疑問を、敏感に感じる感性をもち合わせる体制を整える。



Ⅱ いじめ防止等の対策

４ いじめ早期対応のための取組

ア いじめに関する相談を受けた場合、速やかに管理職に報告し、複数の教職員で情報収集を綿密に行い、事実の有無を確認する。

イ いじめの事実が確認された場合は、いじめ防止対策委員会を開き、対応を協議する。

ウ いじめを止めさせ、その再発を防止するため、いじめを受けた児童・保護者に対する支援といじめを行った児童への指導とその保護者

への助言を学校体制で継続的に行う。また、いじめを行った児童に対して、個別に指導を行い、いじめの非に気付かせ、いじめられた児

童への謝罪の気持ちを醸成させる。

エ いじめを受けた児童が心の傷を癒すために、スクールカウンセラーや養護教諭と連携をとりながら指導を行う。必要に応じて、校内教

育支援センター等において学習を行う等の措置を講ずる。

オ 傍観者の立場にいる児童たちにも、いじめを止めるために行動することが大切であることを指導する。

カ 事実に係る情報を関係保護者と共有するための必要な措置を講ずる。

キ 教育委員会に報告し、必要に応じて、関係機関と連携をとる。

ク 犯罪行為として取り扱うべきいじめについては、教育委員会及び警察等と連携して対処する。

(2) いじめ問題を発見したときには、つらい思いをしている児童の立場に立ち、職員が一致団結して組織的に問題解決にあたる。



Ⅱ いじめ防止等の対策

５ いじめに対する措置

ア 安全の確保と迅速な対応

・事実確認を行うとともに、被害児童の安全を最優先に確保する。

・必要に応じて座席や活動場所の変更、別室対応等の環境調整を行う。

イ 丁寧な聞き取りと心理的支援

・被害児童の気持ちに寄り添い、安心して話せる環境で丁寧に聞き取りを行う。

・心理的負担の軽減を図るため、無理に話させないなど配慮する。

ウ 継続的な見守りと関わり

・日常的に声掛けや様子の把握を行い、安心して過ごせる状態を維持する。

・状況に応じてスクールカウンセラー等と連携し支援を行う。

エ 保護者との連携

・速やかに保護者へ状況を伝え、学校の対応方針を共有する。

・保護者の不安や要望を丁寧に受け止め、連携して支援を行う。

オ 学校全体での支援体制

・担任だけで抱えまず、学年・管理職・関係職員と情報を共有する。

・必要に応じてケース会議を実施し、組織的に支援を行う。

（１）被害者への支援



Ⅱ いじめ防止等の対策

５ いじめに対する措置

ア 事実確認と適切な指導

・複数の教員で事実関係を丁寧に確認し、行為の問題性を明確に伝える。

・感情的に叱責するのではなく、行為に焦点を当てた指導を行う。

イ 背景理解と個別支援

・行為の背景にある思いや状況、課題を把握する。

・必要に応じて個別の支援や関わり方の見直しを行う。

ウ 行為の改善に向けた支援

・望ましい関わり方や言動について具体的に示す。

・振り返りを通して、自ら考え行動を改善できるよう支援する。

エ 保護者との連携

・事実と学校の対応を丁寧に説明し、協力して指導・支援を行う。

・家庭での様子も踏まえながら、継続的に連携する。

オ 組織的対応

・担任だけで抱え込まず、学年・管理職・関係職員と情報共有する。

・必要に応じてケース会議を行い、指導・支援の方針を統一する。

（２）加害者への指導



Ⅱ いじめ防止等の対策

５ いじめに対する措置

ア 事実に基づく適切な指導

・個人が特定されないよう配慮しながら、事実に基づいて指導を行う。

・行為の問題性と影響について全体で共有する。

イ 傍観者への働きかけ

・見て見ぬふりをすることが問題を深刻化させることに気づかせる。

・困っている人に声をかける、知らせるなど、具体的な行動を示す。

ウ よりよい関わり方の指導

・相手の気持ちを考えた行動について具体的に考えさせる。

・日常の関りを見直す機会とする。

エ 安心して相談できる環境づくり

・困ったときに相談してよいことを明確に伝える。（教員への相談・デイケン・心のアンケート等）

・教職員が受け止める姿勢を示し、安心感を高める。

オ 継続的な指導

・一度の指導で終わらせず、日常的に振り返りや声かけを行う。

・学級活動や児童会活動と関連付けながら継続的に指導する。

（３）全体への指導



Ⅱ いじめ防止等の対策

５ いじめに対する措置

ア 法的根拠に基づく対応

・いじめへの対応にあたっては、関係法令および学校の基本方針に基づき、組織的かつ適切に対応する。

・被害児童の安全確保と権利穂とを最優先都市、速やかな事実確認と必要な措置を講じる。

イ 教育委員会との連携

・いじめの状況に応じて、速やかに教育委員会へ報告・相談を行い、指導・助言を受けながら対応を進める。

ウ 専門家との連携

・児童の心理面や家庭環境への支援が必要な場合には、次の専門家と連携する。

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤー。

エ 関係機関との連携

・いじめの内容や状況に応じて、関係機関と連携し、適切に対応する。

・警察、児童相談所、医療機関 等。

オ 重大事態への対応

・重大事態が発生した場合には、関係法令に基づき、教育委員会と連携しながら調査および対応を行うとともに、必要に応じて関係

機関と連携し、適切かつ迅速に対応する。

（４）法的根拠に基づく指導および関係機関との連携



１ いじめ防止等のために学校が実施する施策

（１）学校におけるいじめの防止等のための組織の設置

学校はいじめ防止のため、組織的な対応を行うために中核となる常設の組織を設置する。

いじめについては、複数の目による状況の見立てを行うため、特定の教職員で問題を抱え込まず学校が組織的に対応することが必要である

ことから、常設の組織において、対応・支援方策等を協議、決定し、進捗を管理する。また、必要に応じて、心理や福祉の専門家であるス

クールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、弁護士、医師、警察官経験者など外部専門家等の参加を得ながら対応する。

いじめ防止対策推進法

第22条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者そ

の他の関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。
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Ⅲ いじめ防止等のための校内組織

いじめ防止対策委員会

ア 目的

学校におけるいじめの防止・早期発見・対処等、組織的な対応を行うための中核となる常設の組織とし、必要に応じて外部専門家を活

用する。

イ 構成員

＜校内＞校長、教頭、教務主任、生徒指導主任、養護教諭、

特別支援教育コーディネーター 関係児童担任・学年主任

＜外部＞スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、

スクールサポーター、子ども支援室 等

ウ 活動内容

○ 基本方針に基づく取組の実施、具体的な行動計画の作成、実行、検証、修正

○ いじめの相談・通報の窓口

○ 関係機関、専門機関との連携

○ いじめの疑いや児童の問題行動などに関わる情報の収集と記録、共有

○ いじめの疑いに関わる情報に対して、関係する児童への事実関係の聴取、指導や支援の体制及び保護者との連携等対応方針の決定

○ 重大事態が疑われる事案が発生したときに、その原因がいじめにあるかの判定

○ 重大事態に係る事実関係を明確にするための調査

○ 当該重大事態を踏まえた同種の事態の発生防止のための取組の推進

エ 開催時期

○ 定期的に行う生徒指導委員会で、児童の様子について全職員で情報を共有する。また、いじめ事案発生等の緊急時の必要に応じて

開催する。

２ いじめ防止等のための校内組織



Ⅲ いじめ防止等のための校内組織

（２）生徒指導委員会

ア 目的

日常の児童の生活状況を振り返り、児童の生活の乱れや問題行動、いじめに関する行動等が起こらない体制づくりを整えると共に、早

期発見、早期対処を講ずる方策を検討する。

イ 構成員

＜校内＞校長、教頭、教務主任、生徒指導主任、各担任、養護教諭

ウ 活動内容

○日常の児童の生活状況を振り返り、児童の生活の乱れや問題行動、いじめに関する行動等を検討する。

○保健室に頻繁に来室する児童や気になる児童の兆候をつかむ。

○校内施設の使用上での問題について検討する。

エ 開催時期

〇４月、

○毎月１回以上、職員会議や打合せの中で定期的に開催する。



Ⅳ 重大事態への対処

（１）重大事態とは

いじめ防止対策推進法では、いじめの重大事態を次のとおり定義している。

〇 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。

〇 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき

このうち、「生命、心身又は財産に重大な被害」については、対象児童等の状況に着目して判断する必要があり、例えば、自殺を企図した
場合や身体に重大な傷害を負った場合、金品等に重大な被害を被った場合や精神性の疾患を発症した場合などのケースが想定される。

「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間30日を目安とする。ただし、児童等が一定期間、連続して欠席しているような場
合には、この目安にかかわらず、学校又は市教育委員会の判断により、重大事態として扱う。

また、児童等や保護者から、いじめにより重大な被害が生じたという申し立てがあったときは、その時点で「いじめの結果ではない」ある
いは「重大事態とはいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる。調査をしないまま、いじめの重大
事態ではないと断定することはしない。

いじめ防止対策推進法

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の

防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係

を明確にするための調査を行うものとする。

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る

重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。

３ 第１項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、同項の規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び

支援を行うものとする。



Ⅳ 重大事態への対処

（２）学校における平時からの備え

〇学校は入学時・各年度の開始時に児童等、保護者、関係機関等に説明する。

〇学校に設置されている学校いじめ対策組織（当該学校の複数の教職員、心理・福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者によ
り構成される）が校内のいじめ対応に当たって平時から実効的な役割を果たし、重大事態が発生した際の適切な対処の在り方について、全
ての教職員の理解を深めるとともに、学校と設置者が連携して対応をする。

〇学校における対応の検証を行うなど、学校における児童生徒への支援及び指導の記録等が重要な調査資料となるため、「学校いじめ対策組
織」において会議を開催した際の記録や児童生徒への支援及び指導を行った際の記録を作成し、保存しておく。

（３）学校の基本的姿勢

〇学校は、対象児童等やその保護者の思いを理解し、事実関係を可能な限り明らかにし、調査結果を適切に説明する。その際に「なぜこのよ
うな事態になったのか」「学校いじめ基本方針の内容や運用にどのような課題があったのか」「どのような対応がいけなかったのか」等の
自らの対応を真摯に見つめ直し、再発防止策を確実に実践する。

○いじめを犯罪行為として取り扱うときは、警察署と連携して対処するものとし、対象児童等の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるお
それがあるときは、直ちに警察署に通報し、援助を求める。

○重大事態調査の対応と警察との連携は並行して行う必要があるが、迅速かつ適切な対応をとるためには、重大事態に対する校内体制を、重
大事態調査の実施やその対応を行うチームと児童等への必要な支援及び指導を行うチームの２チームに分けて対応するなど同時並行で対処
できる体制構築を整える。
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Ⅳ 重大事態への対処

（４）重大事態の調査組織の設置

市教育委員会の指導を受け、専門的知識及び経験を有し、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない調査組
織を設け、調査の公平性・中立性が確保できる「いじめ防止対策委員会」を設置する。また、状況によってはスクールロイヤー、警察、専門
家の活用について市教育委員会に相談する。

ア いじめ行為の事実関係を、可能な限り全て隠さず明確にする。その際、客観的な事実関係を速やかに調査し、原因と結果の特定を急い
ではならない。

イ 学校が先行して調査した場合でも、「いじめ防止対策委員会」の判断で調査の再分析や必要に応じて新たな調査を実施する。

ウ 児童等や保護者に、調査をする際には、いじめられた児童等や保護者にその結果を提供する場合があることを、事前に説明しておく。

（５）調査

ア 対象児童等や保護者に対して、調査により明らかになった事実関係について、調査の経過も含めて適切に伝える。

イ 関係者の個人情報に十分配慮しながら伝える。（個人情報の保護を意識しながら伝えるべき内容を正確に伝える。）

（６）提供

（７）報告

調査結果を市教育委員会に報告する。また、対象児童等又は保護者が希望する場合には、対象児童等又は保護者の所見をまとめた文書の提
供を受け調査結果に添える。



Ⅳ 重大事態への対処

（８）いじめ重大事態対応フロー

学 校 市教育委員会 市 長

発
生

調
査

報
告

再
調
査

市教育委員会へ報告 市長へ報告

県教育委員会へ報告

調査主体決定

校内いじめ調査委員会の開催

児童等・保護者に調査実施の説明

いじめ問題専門委員会による調査学校に係る組織による調査

対象児童等・保護者に対して調査結果の提供・報告 市長へ報告

県教育委員会へ報告

再調査の必要性判断

再調査

調査結果 とりまとめ 調査結果 とりまとめ

報告を受ける

調査結果 とりまとめ対象児童等・保護者に対して調査結果の提供・報告


